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１　はじめに　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　1-1　こども誰でも通園制度の目的 
●​ 　こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）とは、児童福祉法において規定された、全ての

こどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対し

て、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、月一定時間まで

の利用可能枠の中で、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園制度であり、

こどもの成長の観点から、「全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備す

る」ことを目的としています。 

 

　1-2　児童や保護者にとっての意義 
●​ 　乳児等通園支援事業は児童福祉法上「適切な遊び及び生活の場を与えるとともに、当該乳児又

は幼児及びその保護者の心身の状況及び養育環境を把握するための当該保護者との面談並びに当

該保護者に対する子育てについての情報の提供、助言その他の援助を行う事業」と定義されてい

ます。 

●​ 　児童にとっては、同年齢の児童との関わりにより、社会情緒的な発達を支えるなど、児童の心

身の成長・発達にも良い影響が期待できるほか、家族以外の人と関わる機会が得られるなど、児

童にとって豊かな経験をもたらすことが期待できます。 

●​ 　保護者にとっては、制度の利用を通じて、児童の成長の過程と発達の現状を客観的に捉えるこ

とができるなど、新たな気づきや親としての成長につながるほか、専門的な知識や技術を持つ人

と関わることによる子育てにおける孤立感や不安感の解消や軽減を図ることが期待できます。 

 

　1-3　事業の位置づけ 
●​ 　本事業は令和７年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業として制度

化し、令和８年度から「乳児等のための支援給付」という新たな給付制度として実施していま

す。 

●​ 　民間事業者が乳児等通園支援事業を行う場合は、市町村長の認可・確認が必要であり、市条例

で定める「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準」及び「特定乳児等通園支援事業の

運営に関する基準」に適合していることが条件となります。また、市町村による指導監査、勧告

等の対象とされています。 
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２　事業者の募集　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　2-1　応募資格 

●​ 　事業者は、令和８年４月１日時点で、宮崎市内に所在する保育所、幼稚園、認定こども園、地

域型保育事業又は企業主導型保育事業所を運営し、当該施設又は事業所内で乳児等通園支援事業

の実施ができる法人等で、次の要件をすべて満たす者とします。 

➀　法人及びその代表者の市町村民税の滞納がないこと。 

②　不動産について、次の（a）又は（ｂ）のいずれかを満たすこと。 

（a）事業を行うために必要な物件について、所有権を有している、又は国・地方公共団体から貸

与若しくは使用許可を受けていること。 

（ｂ）不動産の貸与を受けて事業を行う場合、以下の（ア）～（ウ）の要件を全て満たすこと。 

（ア）次に掲げるいずれかの要件を満たすこと。 

・　土地又は建物について地上権又は賃借権を設定し、かつ登記していること。 

・　土地又は建物の賃貸借契約の賃貸借期間が10年以上とされていること。 

・　貸主が地方住宅公社若しくはこれに準ずる法人等の信用力の高い主体であること。 

（イ）賃借料が地域の水準に照らして適正な額以下であること。 

（ウ）賃借料を支払うための財源について、安定的に賃借料を支払い得る財源が確保されて

いること。 

　③　法第34条の15第３項第４号イからルのいずれにも該当しないこと。 

　④　事業者が、社会福祉法人又は学校法人以外の場合、次の要件を全て満たすこと。 

 

＜事業者が社会福祉法人又は学校法人以外の場合の要件＞ 

項目 要件 

経済的基礎 

（児童福祉法第34条

の15第３項第１号関

係） 

乳児等通園事業所を経営するために必要な経済的基礎があることとし、次の

（１）及び（２）のいずれにも該当すること。 

（１）年間事業費の１/12以上に相当する資金を、普通預金、当座預金等によ

り有していること。 

（２）財務内容が適正であること（少なくとも、直近の会計年度において、乳

児等通園支援事業を経営する事業以外の事業を含む当該主体全体の財務内

容について、３年以上連続して損失を計上していないこと。）。 

社会的信望 

（児童福祉法第34条

の15第３項第２号関

係） 

次の（１）及び（２）のいずれにも該当すること。 

（１）乳児等通園支援事業所の法人の経営担当役員（業務を執行する社員、取

締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。以下同じ。）が社会的信望を

有すること。 

（２）経営担当役員が宮崎市暴力団排除条例（平成23年条例第47号）第２条第

３号に規定する暴力団関係者でないこと。 
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知識・経験 

（児童福祉法第34条

の15第３項第３号関

係） 

実務を担当する幹部職員が、社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること

とし、次の（１）又は（２）に該当すること。 

（１）実務を担当する幹部職員が保育所、保育所以外の児童福祉施設及び認定

こども園、幼稚園において２年以上勤務した者であるか、若しくはこれと

同等以上の能力を有すると認められる者であるか、又は、経営担当役員に

社会福祉事業について知識経験を有する者を含むこと。 

（２）経営担当役員に、保育サービスの利用者（これに準ずる者を含む。）及

び実務を担当する幹部職員を含むこと。 

その他 

（認可の条件） 

認可の際の条件として、次の（１）から（４）に従うこと。 

（１）児童福祉法第34条の16第１項の基準を維持するために、設置者に対し

て必要な報告を求めた場合には、これに応じること。 

（２）収支計算書又は損益計算書において、乳児等通園支援事業を経営する事

業に係る区分を設けること。 

（３）企業会計の基準による会計処理を行っている者は、（２）に定める区分

ごとに、企業会計の基準による貸借対照表（流動資産及び流動負債のみを

記載）、借入金明細書及び基本財産その他固定資産の明細書を作成するこ

と。 

（４）毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる書類に、乳児等通園支援事

業を経営する事業に係る現況報告書を添付し、市長に提出すること。 

（ⅰ）前会計年度末における貸借対照表 

（ⅱ）前会計年度の収支計算書又は損益計算書 

（ⅲ）企業会計の基準による会計処理を行っている者は、乳児等通園支援

事業を経営する事業に係る前会計年度末における企業会計の基準による

貸借対照表（流動資産及び流動負債のみを記載）、借入金明細書、基本

財産及びその他固定資産の明細書 

 

　2-2　事業開始時期 
●​ 　令和８年11月開始又は令和９年４月開始の２パターンを募集します。 

開始時期 内容 

令和８年11月開始 　令和８年11月中に児童の受け入れ開始 

令和９年４月開始 　令和９年４月１日（木）に児童の受け入れ開始 

 

　2-3　募集を行う実施方法 
●​ 　実施方法は一般型又は余裕活用型です。なお、余裕活用型を実施できる施設は保育所、認定こ

ども園、地域型保育事業に限定されますのでご留意ください。 
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実施方法 内容 

一般型（在園児合同） 保育所等の本体施設の定員とは別に「こども誰でも通園制度」の定

員を設定し、在園児と同じ部屋で「こども誰でも通園制度」を利用

する児童を受け入れる。 

一般型（専用室独立） 保育所等の本体施設の定員とは別に「こども誰でも通園制度」の定

員を設定し、在園児とは別の部屋で「こども誰でも通園制度」を利

用する児童を受け入れる。 

余裕活用型 保育所等の本体施設の３歳未満児の在籍児童数がその定員に達して

いない場合に、定員の範囲内において、在園児と同じ部屋で「こど

も誰でも通園制度」を利用する児童を受け入れる。 

　＜早見表＞ 

施設類型 一般型 余裕活用型 

保育所、認定こども園、地域型保育事業所（小規模保育事業所、

家庭的保育事業所、事業所内保育事業所を指し、居宅訪問型保育

事業を除く。以下同じ。） 

○ ○ 

幼稚園、企業主導型保育事業所、認可外保育施設（「認可外保育

施設指導監督基準を満たす旨の証明書」の交付を受けている施設

に限る。以下同じ。）、地域子育て支援拠点、児童発達支援セン

ター等 

○ × 

 

【補足】 

​ 余裕活用型の「定員に達しない場合」とは、本体施設の利用定員を指します。弾力

運用の上限ではないことにご留意ください。 

 

　2-4　対象児童 
　対象児童は、以下のいずれにも該当する乳幼児です。 

　➀　利用当日において０歳６か月から満３歳未満であること。 

　②　保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業所及び企業主導型保育事業所に通ってい 

　　ないこと。 

【補足】 

​３歳の誕生日の前々日まで利用可能です。 

​利用に係る年齢制限は、利用日時点が基準となります。 
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​認可外保育施設（企業主導型保育事業所を除く）に通っている児童は対象となりま

す。 

​事業者が受け入れる児童の年齢については、０歳６か月から満３歳未満（３歳の誕

生日の前々日まで）の範囲で、各事業者の実施体制に応じて、例えば１・２歳児の

みを対象とするなど、受入年齢を限定することも可能です。 

​令和７年度までは宮崎市内の居住要件がありましたが、給付制度化に伴い、令和８

年度以降は広域利用（本市在住の方が本市以外の施設を利用すること）が可能と

なっています。 

 

　2-5　定員 
●​ 　本事業の定員は、１時間当たりの総定員で設定します。ただし、事業実施に当たっての必要面

積や職員配置基準を踏まえ、年齢区分の内訳を設けることも可能です。 

●​ 　年齢区分は当該年度の４月１日時点の年齢を基準とします。 

【補足】 

​１日当たりの定員ではなく１時間当たりの定員であることにご留意ください。 

​余裕活用型は、本体施設の利用定員数から在籍児童数を差し引いた人数の範囲内で

定員を設定してください。なお、申請時点で現に利用定員の空きがなくても応募可

能です。 

​令和７年度中の認可手続きにおいては、年齢区分ごとに定員を設定しなければなり

ませんでしたが、国の基準の改正※に伴い、年齢区分を問わず定員の総数のみを設定

することが可能になりました。 
※「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣府令第１号）」第16条第１項第６

号が令和７年11月14日付けで改正。 

​総定員の考え方について、例えば「０歳児２人、１、２歳児２人」で利用定員を設

定した事業者において、（設備運営基準は満たした上で）「０歳児３人、１、２歳

児１人」のように、利用児童の総合計が利用定員を超えない範囲で内訳が変動して

も差し支えありません。 

 

　2-6　スケジュール 
●​ 　認可等のスケジュールは次のとおりです。必ず事前協議を経た上で認可・確認申請書を提出し

てください。認可までのスケジュールは、２パターンの事業開始時期を問わず共通ですが、こど

も誰でも通園制度総合支援システムに関する講習会の時期が異なります。 

●​ 　質問は随時受け付け、応募者全員に共通する質問であると本市が判断した場合には、市ホーム

ページ上に掲載します。 
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日程 手続き 

令和８年７月10日（金） 【宮崎市→事業者】実施事業者向け説明会 

令和８年７月10日（金）

～８月10日（月） 

【事業者→宮崎市】事前協議（必須） 

令和８年７月10日（金）

～８月31日（月） 

【事業者→宮崎市】認可･確認申請書提出（〆切厳守） 

令和８年８～９月頃 【宮崎市→事業者】申請内容の審査・現地調査・ヒアリング 

令和８年９～10月頃 【宮崎市】宮崎市子ども･子育て会議（乳幼児部会･全体会）

における意見聴取 

令和８年10月頃 【宮崎市】宮崎市社会福祉審議会（児童福祉専門分科会）に

おける意見聴取 

令和８年10～11月頃 【宮崎市→事業者】認可・確認通知 

 

【令和８年11月開始の場合】 

令和８年10月頃 【宮崎市→事業者】こども誰でも通園制度総合支援システム

登録・操作に関する講習会 

令和８年11月頃 【事業者】事業開始 

 

【令和９年４月開始の場合】 

令和９年２月頃 【宮崎市→事業者】こども誰でも通園制度総合支援システム

登録・操作に関する講習会 

令和９年４月１日（木） 【事業者】事業開始 

 

　2-7　提出書類 
●​ 　提出書類は次のとおりです。宮崎市HPから様式をダウンロードいただき「提出書類一覧表

（チェック表）」と合わせてご提出ください。 

●​ 　提出方法はメールによるデータ提出、郵送、窓口持参のいずれも可能です。 

●​ 　メールによるデータ提出の場合、「欠格事由に該当しない旨の誓約書」だけは、署名又は記名

押印が必要となりますので、郵送又は持参によりご提出ください。 

●​ 　事前協議には案段階の「実施計画書」、「建物の平面図」を持参ください。 
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＜社会福祉法人又は学校法人の場合＞ 

書類 一般型 余裕活用型 

乳児等通園支援事業認可申請書（兼）特定乳児等通園支援事業

者確認申請書 

○ ○ 

実施計画書（一般型用又は余裕活用型用） ○ ○ 

建物の平面図（各部屋の用途・面積等を明示したもの） ○ ○ 

運営規程・重要事項説明（案段階のもので可） ○ ○ 

職員名簿・資格証の写し ○ 不要 

収支予算書 ○ ○ 

定款・寄附行為の写し（変更の有無を問わず現時点版を提出） ○ ○ 

誓約書・法人役員名簿 ○ ○ 

安全計画（既存の計画で可） ○ ○ 

 

＜社会福祉法人及び学校法人以外の場合＞ 
書類 一般型 余裕活用型 

乳児等通園支援事業認可申請書（兼）特定乳児等通園支援事業

者確認申請書 

○ ○ 

実施計画書（一般型用又は余裕活用型用） ○ ○ 

建物の平面図（各部屋の用途・面積が分かるもの） ○ ○ 

設備の概要 ○ 不要 

土地・建物の登記簿謄本（登記事項全部証明書） ○ 不要 

賃貸借契約書の写し、無償の貸与又は使用許可を受ける事を証

明する書面の写し（不動産の貸与を受ける場合のみ提出） 

○ 不要 

運営規程・重要事項説明（案段階のもので可） ○ ○ 

経営の責任者及び福祉の実務に当たる幹部職員の履歴書・資格

証の写し 

○ ○ 

法人全部事項証明書（登記簿謄本） ○ ○ 

職員名簿・資格証の写し ○ 不要 

預金残高が分かる書類（預金残高証明など） ○ ○ 

収支予算書 ○ ○ 

定款等の写し（変更の有無を問わず現時点版を提出） ○ ○ 

誓約書・法人役員名簿 ○ ○ 

11 



安全計画（既存の計画で可） ○ ○ 

消火設備点検報告書又は検査済証の写し ○ ○ 

防火管理者選任届出書の写し ○ ○ 

 

　　　＜宮崎市HP＞ 

URL QRコード 
https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/education/nurser

y/daycaresystem/409687.html 

 

 

　2-8　留意事項 
　以下について十分ご理解いただいた上で、応募をお願いします。 

●​ 関係法令を遵守すること。 

●​ こども家庭庁が作成した「こども誰でも通園制度の実施に関する手引き」をあらかじめ

確認すること。 

●​ 本募集要項の記載内容については、国の制度改正に伴い変更が生じる場合があること。 

●​ 事業の実施に際し、児童福祉法施行令第35条の４の規定に基づく指導監査及び子ども・

子育て支援法第54条の３において準用する同法第50条の確認監査の対象となることに

留意すること。 

●​ こども誰でも通園制度は、現時点で収益が見込まれる事業ではないこと。 

●​ こども家庭庁が運営するこども誰でも通園制度総合支援システムを利用して予約管理等

を行うこと。 

●​ 施設整備にかかる補助、ICT導入にかかる補助、賃借料にかかる補助など施設や設備に

関する補助は実施しないこと。 
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３　職員配置基準等 

　3-1　職員の一般的要件 
●​ 　職員としての一般的要件は次のとおりです。 

乳児等通園事業所の職員は、常に健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童福

祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受

けた者でなければならない。 

 

　3-2　勤務体制の確保等 
●​ 　勤務体制の確保等については、次のとおりです。 

（１）乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児に対し、適切な支援の提供をすることができる

よう、乳児等通園支援事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所ごとに、乳児等通園支援事業所の職

員によって乳児等通園支援を提供しなければならない。ただし、乳児等通園支援の提供

に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

 

　3-3　一般型乳児等通園支援事業の配置基準 
●​ 　保育士その他乳児等通園支援に従事する職員として宮崎県が主催する研修「子育て支援員研修

地域保育コース（こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業））」を修了した者（以下「乳児

等通園支援従事者」という。）を置かなければなりません。 

配置 

　　　　０歳児：職員＝３：１ 

　　１・２歳児：職員＝６：１ 

　＜一般型における職員配置の緩和規定＞ 

　原則：従事者は２名以上、保育士は１/２以上 

　例外：次の２パターン 

1)​ 従事者１名（保育士必須）とすることが可能な場合 

教育・保育施設等と一体的に実施する場合で、本体施設等の保育等の保育従事者に

よる支援を受けられる場合は、保育士１名で保育できる利用児童の範囲内におい

て、乳児等通園支援従事者を保育士１名とすることができる。 

2)​ 従事者１名（保育士ではなく子育て支援員でも可）とすることが可能な場合 

乳児等通園支援事業の利用児童数が３人以下でかつ、本体施設等の保育が現に行わ
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れている保育室等で、一般型乳児等通園支援事業が実施され、本体施設等の保育士

による支援が受けられる場合は、乳児等通園支援従事者を１名とすることができ

る。 

 

【補足】 

​職員の通常保育や一時預かり事業とこども誰でも通園制度との兼任については、対

象経費を適切に区分し管理することを前提に、各事業の運営費における算定対象と

なります。ただし、各事業で専任要件がある場合、同じ職員が同一時間帯に複数の

事業を兼務することはできません。 

 

　3-4　余裕活用型乳児等通園支援事業の配置基準 
●​ 　余裕活用型乳児等通園支援事業の職員の配置基準は、施設又は事業所の区分に応じ、当該各号

に定める基準又は要件の例によります。 

（１）保育所　宮崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

（２）幼保連携型認定こども園　宮崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営の基準に関する条例 

（３）幼保連携型認定こども園以外の認定こども園　宮崎市幼保連携型認定こども園以外の

認定こども園の認定要件に関する条例 

（４）地域型保育事業所　宮崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例 

 

　3-5　障害児を受け入れる場合の体制の確保 
●​ 　障害児を受け入れる場合においては、当該障害児の障害の特性に応じた対応が可能な職員を配

置するなど、体制の確保を行ってください。 

 

　3-6　医療的ケア児を受け入れる場合の職員配置 
●​ 　医療的ケア児を受け入れる場合においては、看護師、准看護師、保健師又は助産師（以下、

「看護師等」という。）や喀痰吸引等研修（社会福祉士及び介護福祉士法附則第11条第2項に規

定する「喀痰吸引等研修」をいう。）の課程を修了した認定特定行為従事者である乳児等通園支

援従事者など、医療的ケアに従事する職員を配置すること。 

●​ 　なお、当該児童の居宅に訪問して実施する場合については、乳児等通園支援従事者に加え、認

定特定行為業務従事者又は看護師等、当該児童の医療的ケアに従事する職員を配置すること。 
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●​ 　ただし、乳児等通園支援従事者が認定特定行為業務従事者若しくは看護師等であるなど、当該

児童の医療的ケアを実施する場合、１名のみの配置でも可能とする。 

 

　3-7　職員の知識及び技能の向上等 
●​ 　職員の知識及び技能の向上に努めてください。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業所の職員は、常に自己研鑽に励み、児童福祉法に定める事業の目

的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならな

い。 

（２）乳児等通園支援事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保し

なければならない。 

（３）乳児等通園支援事業者は、研修の実施計画を、その乳児等通園支援事業所の職員の職

務内容、経験等に応じて策定し、実施した研修の記録を保管するとともに、必要に応じ

て研修の内容の見直しを行うことにより、当該職員の計画的な育成に努めなければなら

ない。 

 

　3-8　他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準 
●​ 　保育所等に併設して実施する場合、設備や職員は兼ねることができます。 

【内容】 

　乳児等通園事業所は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、支援の提供に支障が

ない場合に限り、必要に応じて当該乳児等通園支援事業所の設備及び職員の一部を併せて設

置する他の社会福祉施設等の設備及び職員に兼ねることができる。 
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４　設備基準 

　4-1　一般型乳児等通園支援事業の設備基準 
●​ 　一般型乳児等通園支援事業所の設備の基準は次のとおりとします。なお、一般型乳児等通園支

援事業所には、児童福祉法に定める事業の目的を達成するために必要な設備を設けなければなら

ず、採光、換気等利用乳幼児の保健衛生及び利用乳幼児に対する危害防止に十分な考慮を払って

設けられなければならないとされています。 

　＜設備の基準＞ 

年齢 面積 

０・１歳児 【乳児室】1.65㎡以上/人　【ほふく室】3.3㎡以上/人 

２歳児 【保育室又は遊戯室】1.98㎡以上/人 

 

【補足】 

​一般型（在園児合同）は、本体施設の保育室等の面積を本事業で必要となる保育室

等の面積と重複して認可することはできません。本体施設の認可変更（本体施設に

おける保育室等の面積の減少）が必要となりますが、この場合、通常保育における

弾力運用による受入への影響を考慮してください。 

　 

　＜耐火基準等＞ 

1)​ 保育室等を２階以上に設ける場合は以下を満たすこと。 

　　　①建築基準法に規定する耐火建築物又は準耐火建築物であること。 

　　　②次の表に掲げる階に応じ、区分ごとに施設又は設備が１以上あること。 
階 区分 施設又は設備 

２階 常用 １　屋内階段 
２　屋外階段 

避難用 １　屋内避難階段又は特別避難階段 
２　待避上有効なバルコニー 
３　準耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備 
４　屋外階段 

３階 常用 １　屋内避難階段又は特別避難階段 
２　屋外階段 

避難用 １　屋内避難階段又は特別避難階段 
２　準耐火構造の屋外傾斜路又はこれに準ずる設備 
３　屋外階段 

４階以
上 

常用 １　屋内避難階段又は特別避難階段 
２　屋外避難階段 

避難用 １　特別避難階段に準じた屋内避難階段（排煙設備を有するも 
の）又は特別避難階段 
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２　耐火構造の屋外傾斜路 
３　屋外避難階段 

　　　③②に掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ保育室等の各部分からの歩行 

　　　距離が30m以下となること。 

2)​ （一般型で）調理設備を設ける場合には、当該調理設備以外の部分と一般型乳児等通園支援

事業所の調理設備の部分が壁又は特定防火設備で区画されていること。この場合、換気、暖

房又は冷房の設備の風道が、当該床もしくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防

火上有効にダンパーが設けられていること。（スプリンクラー設備その他これに類するもの

で自動式のものが設けられている場合、調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設

けられ、かつ当該調理設備の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられている場

合を除く。） 

3)​ 壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしていること。 

4)​ 保育室等その他乳幼児が出入り、通行する場所に乳幼児の転落事故を防止する設備が設けら

れていること。 

5)​ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられていること。 

6)​ 一般型乳児等通園支援事業所のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が

施されていること。 

 

　4-2　余裕活用型乳児等通園支援事業の設備基準 
●​ 　余裕活用型乳児等通園支援事業における設備の基準は、施設又は事業所の区分に応じ、当該各

号に定める基準又は要件の例によります。 

（１）保育所　宮崎市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例 

（２）幼保連携型認定こども園　宮崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営の基準に関する条例 

（３）幼保連携型認定こども園以外の認定こども園　宮崎市幼保連携型認定こども園以外の

認定こども園の認定要件に関する条例 

（４）地域型保育事業所　宮崎市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例 

 

【補足】 

​余裕活用型は、誰通児と実施施設の在園児数を合計した児童の年齢及び人数に応じ

て、各施設の基準で求められる保育室等を確保してください。 
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５　運営の基準 

　5-1　乳児等通園支援の内容 

●​ 　保育所保育指針（平成29年３月31日厚生労働省告示第117号）を参考としつつ、全てのこど

もの育ちを支援し、こどもにとって良質な成育環境を整備するとともに、全ての子育て家庭に対

して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援の強化に努めてください。 

●​ 　なお、詳細については、こども家庭庁が作成した「こども誰でも通園制度の実施に関する手引

き」を参照してください。 

【補足】 

​利用児童の育ちに関する長期的な見通しをもった全体的な計画を作成してくださ

い。各施設で既に作成している保育所保育指針等に基づく全体計画の一部として位

置付けることも可能です。 

​一人一人のこどもの実態に応じた指導計画の作成に努めてください。 

​利用児童の育ちに関する記録を作成してください。 

 

　5-2　利用時間 

●​ 　児童１人当たりの利用可能時間は、月10時間を上限とし、１回あたり最低１時間から30分単

位で利用可能です。 

【補足】 

​利用可能時間は当月限り有効であり、余った時間の繰り越しや、前月・翌月の時間

を前倒しで利用することはできません。 

 

　5-3　利用料等 

●​ 　利用料は各事業者において設定可能です。 

●​ 　利用料のほか、必要に応じて給食費やおやつ代等の実費を徴収して差し支えありません。 

●​ 　無断キャンセル等に対して、各事業所が設定したキャンセル料金を請求することができます。 

●​ 　利用終了時刻を過ぎて保護者が迎えに来た場合は、各事業所が設定した超過料金（延長料金）

を請求することができます。 

【補足】 

​国の標準額に基づき、児童１人１時間当たり300円を標準とします。 

​費用の徴収方法について、市では特に指定しません。各事業者で現金またはキャッ

シュレス決済等の徴収方法を判断してください。 
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​実費やキャンセル料金、延長料金を徴収する場合、重要事項説明書において保護者

に説明し、保護者の同意を得てください。 

 

　5-4　利用方法 
●​ 　次のいずれかを選択するか、又は双方を組み合わせることが可能です。 

利用方法 内容 

定期利用 利用する乳児等通園支援事業所を特定して登録し、利用する曜日や時間帯をあ

らかじめ固定するなど、特定の事業所を継続的かつ計画的に利用する方法。 

柔軟利用 利用する乳児等通園支援事業所や利用する月、曜日、時間帯を固定せず、必要

に応じて随時利用する方法。 

 

【内容】 

　乳児等通園支援事業の利用方法は、定期的な利用方法（以下「定期利用」という。）若し

くは定期的でない柔軟な利用方法（以下「柔軟利用」という。）又は定期利用と柔軟利用の

組み合わせなど、乳児等通園支援事業所において利用方法を選択して実施することとして差

し支えない。 

 

　5-5　開所日数・時間枠 
●​ 　開所日数、実施日（曜日）は問いません。ニーズや受入体制を考慮の上、各事業者の判断で適

切に設定してください。 

●​ 　１日の利用時間枠についても自由に設定可能です。適切な環境と体制を提供できることを前提

とした上で、各事業者において、事業所の実情に応じ設定してください。 

【補足】 

​一般型による実施に当たっては、週１日以上は開所日を設けるとともに、少なくと

も児童１人当たり月10時間の利用を可能とする受入枠を確保してください。 

​本体施設が休園となる長期休暇中に、こども誰でも通園制度も実施しない場合は、

あらかじめ乳児等通園支援を提供しない日を運営規程及び重要事項説明書に明記

し、利用者に対して説明してください。 

 

　5-6　事前面談 
●​ 　初回利用の前に、児童とその保護者の心身の状況や子どもの養育環境を把握するための面談

「事前面談」を行わなければなりません。 
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●​ 　合わせて、事前面談において、重要事項を説明し保護者の同意等を得なければなりません。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、初回利用の前に利用乳幼児及びその保護者の心身の状況及

び養育環境を把握するための事前の面談（映像及び音声の送受信により相手の状態を相

互に認識しながらする通話を含む。）を行い、制度の意義や、利用に当たっての基本的

事項の伝達を行うとともに、こどもの特徴や保護者の意向等を把握しなければならな

い。 

　　＜面談時の説明及び確認内容の例＞ 

ア　施設の方針や実施内容 

イ　個人情報の取り扱い 

ウ　必要な持ち物や利用に当たってのルール 

エ　体調不良時の対応 

オ　災害発生時の避難先等 

カ　家庭での過ごし方、離乳の状況や食事や睡眠、排せつ等の状況 

キ　子育ての方針や大切にしていること、こどもの好きなこと苦手なことなどの把 

　握、家族の状況 

ク　利用料、キャンセルポリシー等 

（２）乳児等通園支援事業者は、（１）の事前面談を行うに当たっては、あらかじめ、運営

規程の概要、職員の勤務の体制、保護者負担額に関する事項、その他支援の提供に関す

る重要事項を記載した文書を交付しなければならない。 

（３）乳児等通園支援事業者は、（１）の事前面談において、（２）の重要事項を説明し、

利用申込みに係る支援の提供について保護者の同意を得なければならない。 

 

　5-7　乳児等通園支援支給認定証に記載された事項の確認 
●​ 　初回利用に際し、こども誰でも通園制度総合支援システム上で「乳児等支援支給認定証」の提

示を受けたときは、その記載事項（認定期間等）を確認してください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、利用申込を受けた後、最初に乳児等通園支援を提供するに際

し、乳児等支援支給認定証の提示を受けたときは、当該乳児等支援支給認定証に記載された

事項を確認するものとする。 

　＜乳児等支援支給認定証に記載される事項＞ 

　　（１）乳児等支援給付認定保護者の氏名、居住地及び生年月日 

　　（２）乳児等支援給付認定子どもの氏名及び生年月日 

　　（３）交付の年月日及び乳児等支援支給認定証番号 
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　　（４）乳児等支援給付認定の有効期間 

　　（５）その他の必要な事項 

 

　5-8　正当な理由のない提供拒否の禁止 
●​ 　保護者から利用の申込みを受けた場合は、正当な理由がない限り、これを拒むことはできませ

ん。なお、初回面談結果において「受入れ不可」とする場合は、市の承認が必要となります。 

【補足】 

​正当な理由について、例えば、職員配置や事業所の機能等により受け入れが困難な

場合が挙げられます。初回面談後、こども誰でも通園制度総合支援システムにて、

具体的な理由を記載の上、市あてに承認申請をしていただきます。 

 

　5-9　あっせん及び要請に対する協力 
●​ 　市が行う利用保護者と事業者との利用調整等に対し、可能な限り協力してください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、市町村が行うあっせん及び要請に対し、できる限り協力しなけ

ればならない。 

 

　5-10　乳児等通園支援給付認定の申請に係る援助 
●​ 　乳児等通園支援給付認定を受けていない（こども誰でも通園制度総合支援システムのアカウン

トを持っていない）保護者から利用の申込み等の相談を受けた場合、市あてに申請いただくよう

案内をしてください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定を受けていない保護者から利用申込みが

あった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに乳児等支援給付認定の申請が行われる

よう必要な援助を行わなければならない。 

 

　5-11　心身の状況等の把握・相談及び援助 
●​ 　児童と保護者の心身の状況や児童の養育環境、他の事業者における乳児等通園支援等の利用状

況の把握に努めてください。 

【内容】 
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　乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援の提供に当たっては、利用乳幼児及びその保護

者の心身の状況、当該利用乳幼児の養育環境、他の乳児等通園支援事業者の利用状況その他

の教育・保育等の提供の状況の把握に努め、当該利用乳幼児及びその保護者からの相談に適

切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

 

　5-12　親子通園 
●​ 　利用開始直後から一定期間、親子通園を実施することができます。 

【内容】 

　慣れるまで時間のかかるこどもに対する対応として、利用の初期に親子通園を取り入れる

ことを可能とする。ただし、こどもの育ちの観点から、親子通園が長期間続く状態や利用の

条件になる事がないよう留意すること。 

 

　5-13　支払 
●​ 　法定代理受領を受けない場合は、保護者から支援費用基準額の支払を受けます。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、法定代理受領を受けないときは、乳児等支援給付認定保護

者から、乳児等通園支援に係る特定乳児等通園支援費用基準額（法第30条の20第3項

に規定する額をいう。以下同じ。）の支払いを受けるものとする。《いわゆる「給付

費」のこと。》 

（２）（１）の支払を受ける額のほか、乳児等通園支援の提供に当たって、当該乳児等通園

支援の質の確保及び向上を図る上で必要であると認められる対価について、当該乳児等

通園支援に要する費用として見込まれるものの額と特定乳児等通園支援費用基準額との

差額に相当する金額の範囲内で設定する額の支払を乳児等支援給付認定保護者から受け

ることができる。《いわゆる「利用料」のこと。》 

（３）乳児等通園支援事業者は、（１）及び（２）の支払を受ける額のほか、乳児等通園支

援において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を乳児等支

援給付認定保護者から受けることができる。 

　　ア　日用品、文房具その他の乳児等通園支援に必要な物品の購入に要する費用 

　　イ　乳児等通園支援に係る行事への参加に要する費用 

　　ウ　食事の提供に要する費用 

　　エ　乳児等通園支援事業所に通う際に提供される便宜に要する費用 
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　　オ　アからエに掲げるもののほか、乳児等通園支援において提供される便宜に要する費

用のうち、乳児等通園支援事業者の利用において通常必要とされるものに係る費用で

あって、乳児等支援給付認定保護者に負担させることが適当と認められるもの 

（４）乳児等通園支援事業者は、（１）から（３）までの費用の額の支払を受けた場合は、

当該費用の額を支払った乳児等支援給付認定保護者に対し、当該費用に係る領収証を交

付しなければならない。 

（５）乳児等通園支援事業者は、（２）及び（３）の金銭の支払を求める際は、あらかじ

め、当該金銭の使途及び額並びに乳児等支援給付認定保護者に金銭の支払を求める理由

について書面によって明らかにするとともに、乳児等支援給付認定保護者に対して説明

を行い、文書による同意を得なければならない。ただし、（３）による金銭の支払に係

る同意については、文書によることを要しない。 

 

　5-14　乳児等通園支援給付費の額に係る通知等 
●​ 　法定代理受領により給付費の支給を受けた場合は、保護者に対し支給額を通知しなければなり

ません。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、法定代理受領により乳児等通園支援に係る乳児等支援給付

費の支給を受けた場合は、乳児等支援給付認定保護者に対し、当該乳児等支援給付認定

保護者に係る乳児等支援給付費の額を通知しなければならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、法定代理受領を行わない乳児等通園支援に係る費用の額の

支払を受けた場合は、その提供した乳児等通園支援の内容、利用時間、費用の額その他

必要と認められる事項を記載した特定乳児等通園支援提供証明書を乳児等支援給付認定

保護者に対して交付しなければならない。 

 

　5-15　乳児等通園支援給付認定保護者に関する市町村への通知 
●​ 　保護者が虚偽・不正行為によって給付費の支給を受けようとしている場合等は市あてに連絡し

てください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援を受けている利用乳幼児に係る乳児等支援給付

認定保護者が偽りその他不正な行為によって乳児等支援給付費の支給を受け、又は受けよう

としたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 
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　5-16　運営規程 
●​ 　乳児等通園支援事業の運営について運営規程を定めるとともに、重要事項説明書を作成してく

ださい。なお、運営規程に定める事項は次のとおりです。全部又は一部の事項について、別途規

定している場合、重ねて規定する必要はなく、当該別途定めている規定を示せば足りることとし

ます。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針 

（２）提供する乳児等通園支援の内容 

（３）職員の職種、員数及び職務の内容 

（４）乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日 

（５）乳児等支援給付認定保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額 

（６）１時間当たりの利用定員 

（７）乳児等通園支援事業利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項 

（８）緊急時等における対応方法 

（９）非常災害対策 

（10）虐待の防止のための措置に関する事項 

（11）その他乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項 

 

　5-17　掲示等 
●​ 　乳児等通園支援事業所の見やすい場所に、運営規程及び重要事項説明の掲示をしてください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、職

員の勤務の体制、乳児等支援給付認定保護者から支払を受ける費用の額その他利用申込みを

した者の乳児等通園支援事業者の選択に資すると認められる重要事項を掲示するとともに、

電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを目的として

公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを

除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない。 

 

　5-18　食事の提供 
●​ 　給食、おやつの提供は任意とします。 

●​ 　給食を提供する場合は必要な設備を備えてください。外部搬入も可能ですが、外部搬入の場合

は要件を満たしてください。 
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【補足】 

​離乳食の提供体制や体調不良等、個々の状況に応じた対応が可能かどうかについて

は、十分に検討してください。なお、離乳食への対応が困難な場合は、離乳食のみ

持参又は普通食への移行済みの児童のみ預かり対象とすることも可能です。その場

合においても加熱や保存等必要な調理設備を備えてください。 

​食事の提供を行う場合（施設外で調理し運搬する方法（以下「外部搬入」とい

う。）により行う場合を含む。）においては、当該施設において行うことが必要な

調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えなければなりません。 

​食事の提供を行う場合には、衛生管理や栄養管理、個々の離乳状況に応じた対応等

について、「児童福祉施設における食事の提供ガイド」（令和７年９月こども家庭

庁）及び「授乳・離乳の支援ガイド」（2019年３月改定）を参照して対応するとと

もに、食物アレルギーを有するこどもについては、「保育所におけるアレルギー対

応ガイドライン（2019年改訂版）」（2019（平成31）年４月厚生労働省）を参照

し、医師の診断及び指示に基づき対応してください。 

​外部搬入による給食の提供も可能ですが、外部搬入により食事を提供する場合に

は、「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて」

（平成26年９月５日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）第２（３）におけ

る「搬入施設から搬入を行う際の要件」を踏まえてください。 

　　　＜外部搬入により食事の提供を行う場合の要件＞ 

ア　利用乳幼児に対する食事の提供の責任が乳児等通園支援事業者にあり、その管

理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果し得るような体制及び調理業務

の受託者との契約内容が確保されていること。 

イ　乳児等通園支援事業所又はその他の施設、保健所、市町村等の栄養士又は管理

栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある

等、栄養士又は管理栄養士による必要な配慮が行われること。 

ウ　調理業務の受託者を、乳児等通園支援事業者による食事の提供の趣旨を十分に

認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とする

こと。 

エ　利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレ

ルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内

容、回数及び時機に適切に応じることができること。 

オ　食を通じた利用乳幼児の健全育成を図る観点から、利用乳幼児の発育及び発達

の過程に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事

を提供するよう努めること。 

＜外部搬入を行うことができる者＞ 
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（１）当該乳児等通園支援事業所と一体的に運営されている保育所等 

（２）当該乳児等通園支援事業者と同一の法人、または関連法人が運営する小規模 

　　保育事業、事業所内保育事業、社会福祉施設、医療機関等 

 

 

　5-19　衛生管理等 
●​ 　認定こども園等の本体施設と同様に、衛生管理等の徹底をしてください。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の使用する設備、食器又は飲用に供する水につ

いて、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所において感染症、食中毒が発生し、

又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努

めなければならない。 

（３）乳児等通園支援事業所には、必要な医療品その他の医療品を備えるとともに、それら

の管理を適正に行わなければならない。 

 

　5-20　非常災害対策 
●​ 　認定こども園等の本体施設と同様に、非常災害対策をしてください。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業所においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害

に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不

断の注意と訓練をするように努めなければならない。 

（２）（１）の訓練のうち、避難、消火及び救出等に対する訓練は、少なくとも毎月一回

は、これを行わなければならない。 

（３）非常災害が発生した場合の対応に関する具体的な指針を定め、及び当該場合における

関係機関への連絡体制を整備すること。 

（４）定期的に、（３）の指針及び関係機関への連絡体制をその乳児等通園支援事業所の職

員並びにその乳児等通園支援事業の利用乳幼児及びその家族に周知すること。 

 

　5-21　事故発生時の対応及び再発防止 
●​ 　認定こども園等の本体施設と同様に、事故対応等をしてください。 
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【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、事故が発生した場合に的確に対応し、又は事故の発生若し

くはその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

　　ア　事故が発生した場合の対応、事故の発生又はその再発の防止等に関する指針を定め 

　　　ること。 

　　イ　事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合において、これらの事

　実がその乳児等通園支援事業所の管理者に報告され、及びその原因の分析の結果に基

　づき策定した改善策が当該乳児等通園支援事業所の職員に周知される体制を整備する 

　　　こと。 

　　ウ　定期的に、事故の発生又はその再発の防止について、その協議を行うための会議を 

　　　開き、及びその乳児等通園支援事業所の職員に対して研修を行うこと。 

（２）乳児等通園支援事業者は、その利用乳幼児に対する支援の提供により事故が発生した

ときは、次に掲げる措置を講じなければならない。 

　　ア　速やかに、その発生した事故の事実を市長等及び利用乳幼児の家族等に報告するこ 

　　　と。 

　　イ　その発生した事故の状況及び当該事故のその発生後に講じた措置について記録する

　こと。 

　　ウ　その発生した事故がその責めに帰すべき事由によるものであり、かつ、その利用乳 

　　　幼児に損害が生じたときは、その損害を賠償すること。 

 

　5-22　賠償責任保険への加入 
●​ 　乳児等通園支援事業者は、事故等の発生による保障を円滑に行うことができるよう、有効な賠

償責任保険に加入してください。 

 

　5-23　安全計画の策定 
●​ 　認定こども園等の本体施設と同様に、安全計画の策定が義務付けられています。既に本体施設

において安全計画を定めている場合には、新たに作成する必要はありません。既存の安全計画を

確認の上、必要に応じて、乳児等通園支援事業の実施に伴い必要となる内容を加えてください。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は利用乳幼児の安全の確保を図るため、乳児等通園支援事業所

ごとに、当該乳児等通園支援事業所の設備の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事

業所外での活動、取組等を含めた乳児等通園支援事業所での生活その他の日常生活にお

ける安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他乳児等通園支援事業所における安全
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に関する事項についての計画（以下「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に

従い必要な措置を講じなければならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、（１）

の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

（３）乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が図られ

るよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならな

い。 

（４）乳児等通園支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて計画の変

更を行うものとする。 

 

　5-24　自動車を運行する場合の所在の確認 
●​ 　園バス等を運行する場合、児童の所在の確認等をしてください。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等のための移動その

他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の

際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用

乳幼児の所在を確認しなければならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及びこれ

と並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しな

いものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少

ないと認められるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその

他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備え、これも用いて⑴に定める所在

の確認（利用乳幼児の降車の際に限る。）を行わなければならない。 

 

　5-25　緊急時の対応 
●​ 　児童の体調が急変した場合等は、速やかに保護者や医療機関へ連絡を行うなど必要な措置を講

じてください。 

【内容】 

乳児等通園支援事業所の職員は、現に乳児等通園支援の提供を行っているときに利用乳幼児

に体調の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに当該利用乳幼児の保護者又は医療

機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 
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　5-26　苦情への対応 
●​ 　利用乳幼児又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情受付窓口の設置

その他必要な措置を講じてください。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、その提供した乳児等通園支援に関する利用乳幼児又はその

保護者その他の利用乳幼児の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を

受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、（１）の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容その

他の事項を記録しなければならない。 

（３）乳児等通園支援事業者は、その提供した乳児等通園支援に関する利用乳幼児等からの

苦情に関して市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

（４）乳児等通園支援事業者は、その提供した乳児等通園支援に関し、市町村が行う報告若

しくは帳簿書類その他の提出若しくは提示の命令又は市町村の職員からの質問若しくは

乳児等通園支援事業所の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び利用乳

幼児等からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は

助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

（５）乳児等通園支援事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を

市町村に報告しなければならない。 

 

　5-27　利用乳幼児を平等に取り扱う原則 
●​ 　利用乳幼児は平等に取り扱ってください。 

【内容】 

乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利用に要する費用の負

担状況及び支払い状況によって、差別的取扱いをしてはならない。 

 

　5-28　虐待等の禁止 
●​ 　認定こども園等の本体施設と同様に、虐待等の禁止規定があります。また、発見した場合は通

報義務があります。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業所の職員は、利用乳幼児に対し、児童福祉法第33条の10第1項各号

に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 

29 



　5-29　こども性暴力防止法への対応 
●​ 　令和８年12月25日に施行されるこども性暴力防止法について、「こども性暴力防止法施行ガ

イドライン」を踏まえ、次の内容について、法施行後、直ちに対策を講じることができるようあ

らかじめ準備してください。 

【内容】 

（１）従事者の性犯罪前科の有無の確認 

（２）性暴力の未然防止や早期把握のための措置 

（３）性暴力やその疑いが生じた際の調査 

（４）被害児童の保護・支援、性暴力等の恐れがある場合に従事者をこどもと接する業務に

就かせないような取り組み 

 

　5-30　秘密保持等 
●​ 　事業所職員は、正当な理由なく、業務上知り得た児童又は保護者の秘密を漏らしてはいけませ

ん。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業所の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た

利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業所の職員であった者が、正当な理由が

なく、その業務上知り得た利用乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必

要な措置を講じなければならない。 

（３）乳児等通園支援事業者は、特定教育・保育施設等、他の乳児等通園支援事業者、地域

子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関に対して、利用乳幼児に関する情報提供

する際には、あらかじめ文書により当該利用乳幼児に係る乳児等支援給付認定保護者の

同意を得ておかなければならない。 

 

　5-31　保護者との連絡　 
●​ 　保護者との密接な連絡に努めてください。 

【内容】 

乳児等通園支援事業者は常に利用乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、乳児等通園支援の内

容等につき、その保護者の理解及び協力を得るよう努めなければならない。 
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　5-32　関係機関との連携　 
●​ 　関係機関との連携に努めてください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、日常的に関係行政機関、医療機関等と相互に連携を図りなが

ら、適切にその業務を行うことにより、その利用乳幼児等が安心してその乳児等通園支援事

業を利用することができる体制の確保に努めなければならない。 

 

　5-33　教育・保育施設等との連携　 
●​ 　本体施設等との連携に努めてください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、教育・保育施設等において継続的に提供される特定教育・保育

（子ども・子育て支援法（以下「法」という。）第27条第1項に規定する特定教育・保育を

いう。）及び特定地域型保育（法第29条第1項に規定する特定地域型保育をいう。）との円

滑な接続に資するよう、乳児等支援給付認定子どもに係る情報の提供その他特定教育・保育

施設等との密接な連携に努めなければならない。 

 

　5-34　地域との連携　 
●​ 　認定こども園等の本体施設の活動と合わせて、地域住民や地域活動との連携・協力や交流に努

めてください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との

連携及び協力を行う等の地域との交流に努め、利用乳幼児の保護者及び地域社会に対し、そ

の提供する乳児等通園支援の内容を適切に説明するよう努めなければならない。 

 

　5-35　自己評価等　 
●​ 　提供する乳児等通園支援について自己評価を行い、常に改善を図ってください。 

●​ 　また、乳児等通園支援事業者についても第三者評価の努力義務が課されています。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、自らその提供する乳児等通園支援の質の評価を行い、常に

その改善を図らなければならない。 
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（２）乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公

表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

 

　5-36　情報の提供等　 
●​ 　こども誰でも通園制度総合支援システムを活用し、情報提供に努めてください。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、その提供する乳児等通園支援を利用しようとする利用乳幼

児の保護者が、その希望を踏まえて適切に乳児等通園支援事業所を選択できるように、

その提供する乳児等通園支援の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければならな

い。 

（２）乳児等通園支援事業者は、当該乳児等通園支援事業者について広告をする場合におい

て、その内容を虚偽のもの又は誇大なものとしてはならない。 

 

　5-37　利益供与の禁止　 
●​ 　児童等の紹介の代償として金品等の利益の供与をしてはいけません。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、利用者支援事業（法第59条第1号に規定する事業をい

う。）その他の地域子ども・子育て支援事業を行う者（以下「利用者支援事業者等」と

いう。）、教育・保育施設、地域型保育事業者若しくは乳児等通園支援事業者又はその

職員に対し、利用乳幼児又はその家族に対して当該乳児等通園支援事業者を紹介するこ

との対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、利用者支援事業者等、教育・保育施設、地域型保育事業者

若しくは乳児等通園支援事業者又はその職員から、利用乳幼児又はその家族を紹介する

ことの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

 

　5-38　会計の区分　 
●​ 　乳児等通園支援事業の会計を、他の事業の会計と区分してください。 

●​ 　社会福祉法人においては、特定乳児等通園支援の事業の会計をその他の事業の会計と区分する

必要がありますが、その方法としては、必ずしも拠点区分を新設する必要はなく、サービス区分

を新たに設けることで他事業の会計と区分することが考えられます。 
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●​ 　学校法人が設置する幼稚園等において乳児等通園支援事業を実施する場合、会計において部門

を設けて表示することを要しないこととしますが、乳児等通園支援事業活動における収入及び支

出の内容が分かるようにしてください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業者は、乳児等通園支援事業の会計をその他の事業の会計と区分しなけ

ればならない。 

 

　5-39　事業所に備える帳簿 
●​ 　認定こども園等の本体施設と同様、乳児等通園支援事業の帳簿の整備をしてください。 

【内容】 

　乳児等通園支援事業所には、職員、財産、収支及び利用乳幼児の処遇の状況を明らかにす

る帳簿を整備しておかなければならない。 

 

　5-40　記録等の整備 
●​ 　記録等の保存期間は完結から５年間です。 

【内容】 

（１）乳児等通園支援事業者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなけれ

ばならない。 

（２）乳児等通園支援事業者は、利用乳幼児に対する乳児等通園支援の提供に関する次に掲

げる記録等を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

　　ア　乳児等通園支援の提供当たっての計画 

　　イ　乳児等通園支援の提供（提供した日、時間、内容その他必要な事項）の記録 

　　ウ　市町村への通知に係る記録 

　　エ　苦情の内容等の記録 

　　オ　事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

　5-41　こども誰でも通園制度総合支援システム 
●​ 　こども家庭庁が構築・運用する「こども誰でも通園制度総合支援システム」を用いて、初回面

談予約、利用予約管理、キャンセル、利用実績の記録、給付費請求等を行います。 

●​ 　こども誰でも通園制度総合支援システムにおける推奨環境及び接続環境は次のとおりです。 

　 

＜システム利用推奨環境＞ 
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端末 OS 
（Operating System） 

OSバージョン ブラウザ（最新版） 

PC Windows Windows11 Microsoft Edge 

Google Chrome 

タブレット Android Android16.x/15.x/14.x Google Chrome 

iPadOS iPadOS26.x/18.x Safari 

スマートフォン Android Android16.x/15.x/14.x Google Chrome 

iOS iOS26.x/18.x Safari 

 

【補足】 

​こども誰でも通園制度総合支援システムへの事業所情報の登録などの初期設定等に

ついては、講習会を実施します。 

​こども誰でも通園制度総合支援システムの仕様上、事業所のメールアドレスは少な

くとも２つ（事業所管理者用と事業所職員用）が必要となります。 
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６　給付費 

　6-1　給付額 
●​ 　給付費の単価及び各種加算は次のとおりです。 

（１）基本分単価 

年齢 単価（１人１時間当たり） 

０歳児 1,700円 

１・２歳児 1,400円 

（２）加算分単価 

項目 単価 

障害児 600円（１時間当たり） 

医療的ケア児 2,500円（１時間当たり） 

要支援家庭のこども 600円（１時間当たり） 

初回対応加算 ０歳児　1,700円（１回当たり） 

１・２歳児　1,400円（１回当たり） 

保護者支援面談加算 1,400円（１回当たり） 

生活困窮家庭等負担軽減加算（対象

者に対し、事業所において利用料の

減額を行った場合に加算） 

生活保護世帯　300円上限（１時間当たり） 

市町村民税所得割を合算した額が77,101円未満又は

市町村民税非課税世帯、要支援児童等のいる世帯　

200円上限（１時間当たり） 

 

【補足】 

​初回対応加算は、➀事前面談（制度の意義や利用に当たっての基本事項の伝達、こ

どもの特徴の把握などを行う）及び②事後面談（こどもの様子のフィードバック）

を実施した場合に加算されます。加算の適用には、こども誰でも通園制度総合支援

システム上で面談記録を残す必要があります。 

➀事前面談：30分以上実施（制度の意義や基本事項の伝達を集合形式で行う場合

は、別途、個別に15分以上実施） 

②事後面談：10分以上実施 

​保護者支援面談加算は、保護者に対してこどもの様子を伝えるとともに、保護者が

抱える子育ての悩みや不安等育児に関する相談に対応する面談を30分以上実施した

場合に加算されます。初回対応加算と同様に、加算の適用には、こども誰でも通園
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制度総合支援システム上で面談記録を残す必要があります。 

 

　6-2　給付費の請求 
●​ 　こども誰でも通園制度総合支援システムを利用して請求書等を作成・提出します。 
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７　関係法令等 
 
　＜こども家庭庁HP＞ 

URL QRコード 

https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/daredemo-tsu

en 

 

 

　＜宮崎市HP＞ 

URL QRコード 

https://www.city.miyazaki.miyazaki.jp/education/n

ursery/daycaresystem/409687.html 

 

　 

　＜関係法令等＞ 
●​ 児童福祉法（昭和22年法律第164号） 

●​ 児童福祉法施行令（昭和23年政令第74号） 

●​ 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号） 

●​ 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣府令第１号） 

●​ 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の運用上の取扱いについて（令和７年２月12

日付けこ成保発第120号、令和７年２月14日一部改正） 

●​ 乳児等通園支援事業の認可等について（令和７年２月26日付けこ成保発第154号） 

●​ 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号） 

●​ 子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号） 

●​ 子ども・子育て支援法施行規則（平成26年内閣府令第44号） 

●​ 特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（令和７年内閣府令第95号） 

●​ 保育所保育指針（平成29年厚生労働省告示第117号） 

●​ 教育・保育施設等における事故の報告等について（令和８年３月30日こ成安第45号、７教参学

第52号） 

 

　＜参考資料＞ 
●​ 保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（2019年改訂版） 
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●​ 保育所における感染症対策ガイドライン（2018年改訂版） 

●​ 教育・保育施設における事故防止及び発生時の対応ガイドライン（平成28年３月） 

●​ 授乳・離乳の支援ガイド（2019年改訂版） 

●​ 児童福祉施設等における食事の提供ガイド（令和７年９月） 

●​ 保育所等での医療的ケア児の支援に関するガイドライン（令和6年） 

●​ 保育所や幼稚園等における虐待の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（令和７年８

月） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　＜問合せ先＞ 

　宮崎市子ども未来部保育幼稚園課（宮崎市役所本庁舎１階） 

　℡　0985-21-1774 

　E-mail　10jidou-hoiku@city.miyazaki.miyazaki.jp 

 

●​ 制度全般に関すること　・・・・・・・・・認可指導係 

●​ 認可・確認に関すること　・・・・・・・・認可指導係 

●​ 児童の認定に関すること　・・・・・・・・保育入所係 

●​ 給付に関すること　・・・・・・・・・・・施設給付係 

●​ 公立保育所における実施に関すること　・・企画管理係 
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